
病院事業経営審議会
委員を公募

　市は、市立中央病院の経営について
の重要事項の調査・審議を行う「西宮
市病院事業経営審議会」の委員のうち
1人を公募します。
　申込書等は、同病院経営企画課（同
病院3階）で配布するほか、同病院の
ホ ー ム ペ ー ジ （ h t t p : / / w w w .
hospital-nishinomiya.jp/）からダウ
ンロードできます。
【任期】平成30年5月1日から2年間
【対象】平成30年5月1日時点で20歳
以上の人。在勤者可　※本市の他の審
議会等の委員・職員・市議会議員を除く
【申込】所定の申込書に小論文を添え
えて2月28日までに郵送（消印有効）
か Ｅ メ ー ル で 同 病 院 経 営 企 画 課
（0798・64・1515）へ。持参も可
【選考】書類審査、面接

次代の親の育成事業
実施団体を募集 

　市は、児童・生徒が生命の尊厳や性
の大切さを知り、未来の家庭生活への
準備とすることを目的に異年齢の交流
や体験活動の機会を提供する事業の実
施団体を募集します。募集要項は1月
25日から2月23日まで子育て総合セ
ンターで配布するほか、市のホーム
ページ（くらしの情報→子育て→子育
ての集いと遊び場）でもご覧いただけ
ます。問合せは子育て総合センター
（0798・39・1521）へ。

インフォインフォ
メーションメーション

　　　　

◆市から

4月入園の幼稚園児
申込を随時受付

　市内の私立・市立幼稚園では、定員
に空きのある園で、4月入園の申込を
随時受け付けています。
　各園の募集状況は、学校改革推進課
（市役所東館7階）で掲示しているほ
か、市のホームページ（くらしの情報
→子育て→保育所・幼稚園・小学校な
ど）にも掲載しています。申込方法な
ど詳しくは各園にお問い合せください。
【対象】私立幼稚園…平成24年（2012
年 ）4月2日 ～27年（2015年 ）4月1日
に出生した3歳児～5歳児▷市立幼稚
園 …24年（2012年 ）4月2日 ～ 26年

（2014年）4月1日に出生した市内在住
の4・5歳児
【問合せ】私立幼稚園…保育入所課
（0798・35・3160）▷市立幼稚園
… 学 校 改 革 推 進 課（0798・35・
3889）

土砂災害特別警戒区域等の
指定案を閲覧中

　県は、土砂災害特別警戒区域（レッ
ド区域）の指定に取り組んでおり、こ
のたび、名塩・東山台地区の20カ所
について1月31日まで指定案を閲覧す

ることができます。問合せは災害対策
課（0798・35・3626）へ。
【会場】阪神南県民センター 西宮土
木事務所 河川砂防課（西宮庁舎5階）、
塩瀬支所

児童手当現況届業務
事業者からの企画提案を募集

　市は、児童手当現況届に関する業務
を受託する事業者を企画提案競技によ
り選定します。公募期間は1月31日ま
でです。詳しくは、市のホームページ
（事業者向け情報→入札・契約→事業
提案競技）でご確認ください。
　問合せは子育て手当課（0798・
35・3189）へ。

人権教育・啓発に関する基本
計画策定委員会　委員を公募

　市は、「西宮市人権教育・啓発に関
する基本計画」の策定にあたり、委員
を2人公募します。
　申込書は人権平和推進課（市役所本
庁舎3階）で配布するほか、市のホー
ムページ（市政情報→政策・施策→人
権教育）からダウンロードできます。
【任期】平成30年5月～31年3月
【対象】平成30年5月1日時点で満20
歳以上。在勤者可　※本市の他の審議
会委員・市議会議員・職員を除く
【申込】所定の申込書と設定された小
論文を2月28日までに郵送（必着）か
Ｅメールで人権平和推進課（0798・
35・3320）へ。持参も可
【選考】書類審査、面接

【申込】1月25日～2月23日に子育て
総合センターへ持参を　※郵送不可

認可保育所の整備用地と
整備運営事業者を募集 

　市は、「土地・建物を活用したい物
件所有者」と「保育所整備用地を探し
ている事業者」を結ぶ民有地マッチン
グ事業を実施します。詳しくは、市の
ホームページ（くらしの情報→子育て
→保育所・幼稚園・小学校など）をご
覧ください。問合せは保育施設整備課
（0798・35・3718）へ。
【受付期間】2月28日まで

市民べんり帳
共同発行事業者が広告主募集

　市は、市役所の各種手続きなどの行
政情報や地域の生活情報などをまとめ
た「西宮市民べんり帳」の改訂版を7
月に全戸配布する予定です。この冊子
は、株式会社サイネックス（以下、共
同発行事業者）と共同発行するもので、
発行・配布に要する経費を広告収入で
賄うため市の財政負担はありません。
　2月から、同冊子への広告掲載を募
集するため、共同発行事業者が市内事
業所の皆さんを訪問します。
　広告掲載についてはサイネックス
（06・6766・3350）、西宮市民べ
んり帳については広報課（0798・
35・3487）へ問合せを。
　なお、広告掲載を市に直接申込はで
きませんのでご注意ください。

　教育委員会は、4月に市立小・中学校に入学予定の幼児・児童の保護者
に就学通知書を送付します。
　同通知書は、住民基本台帳・就学申請書を基に作成しています。1月末
までに届かない場合は、学事課へ連絡してください。また、次に該当する
人で、まだ同課に届け出ていない人も連絡してください。
①私立学校等へ入学する場合
　※「入学許可書」等を同課へ持参か郵送を（市立小学校卒業後、私立中
　学校等へ入学する場合は小学校へ提出を）
②住民登録の住所と、現住所が異なる場合（市外の小・中学校に入学する
　市外在住者で本市に住民登録をしている人も含む）
③市内在住の外国籍の人で新たに市立小・中学校への入学を希望する場合

問 学事課（0798・35・3850）

市立小・中学校入学予定者へ
就学通知書を送付

問 税務管理課（0798・35・3209）

▪軽自動車税のグリーン化特例を実施　
　平成29年度中に新車登録された軽四輪・軽三輪車のうち、排出ガス性
能および燃費性能に優れた車両は30年度の軽自動車税が軽減されます。
詳しくは市のホームページ（くらしの手続き→市税→軽自動車税）で確認を。

　　原付・小型特殊自動車・
　　 二輪の税率

区分 現行

原動機付
自転車

50cc以下 2000円
90cc以下 2000円
125cc以下 2400円
ミニカー 3700円

小型特殊
自動車

農耕用 2400円
その他 5900円

軽二輪 3600円
二輪の小型自動車 6000円

　　 軽三輪・軽四輪自動車の税率
区分 税率① 税率② 重課税率

軽三輪自動車 3100円 3900円 4600円
軽
四
輪
自
動
車

貨物・営業用 3000円 3800円 4500円
貨物・自家用 4000円 5000円 6000円
乗用・営業用 5500円 6900円 8200円
乗用・自家用 7200円 1万800円 1万2900円

※27年3月31日までに新車登録された車両は、重課
　税率が適用されるまで税率①を適用
※27年4月1日以降に新車登録された車両は、重課税
　率が適用されるまで税率②を適用
※新車登録から13年を経過した車両（車検証の初度検
　査年月が17年3月以前)は、重課税率を適用

　各区分の税率については表1・2を参照。

平成30年度 　市では、介護保険制度のもと提供される家事援助限定型訪問サービス
（※）の新たな担い手養成を目的として「介護予防・生活支援員養成研
修」を開催します＝下表参照。同研修は、3日間のカリキュラムで、職
業倫理や制度、コミュニケーションなどについて学びます。研修修了後
は、家事援助限定型訪問サービスを行う民間の法人に採用されると、介
護予防・生活支援員として働くことができます。受講料無料。

◇介護予防・生活支援員養成研修の日程など
日程・会場 申込

第8期 2月19日（月）・20日
（火）・26日（月）

午前10時から
市役所本庁舎8階

申込方法など問合せはソラ
スト（0120・33・5533）へ

※定員あり。詳しくは市のホームページ（くらしの手続き→介護保険→介護保険サー
ビス事業者情報）へ

（※）市が実施する養成研修等を修了した介護予防・生活支援員が要支援者宅を訪問し、
　　 掃除・洗濯・買い物などの家事援助を行います

問 福祉のまちづくり課（0798・35・3135）

介護予防・生活支援員養成研修を開催
家事を仕事にしませんか

表1 表2

事務室を市役所東館へ移転
　教育委員会は、市役所第二庁舎の整備に伴い事務室を市役所東館7階お
よび8階に移転し、業務を行います＝下表参照。
　なお、この移転に伴う電話番号の変更はありません。

課名 移転先での業務開始日
教育総務課、教育企画課 2月5日（月）
社会教育課、放課後事業課、人権教育推進課 3月19日（月）
校務改善課、学校保健安全課 5月14日（月）※予定
◆教育人事課、教育職員課、学校改革調整課、学校改革推進課、学事課、
　学校教育課、特別支援教育課はすでに市役所東館で業務を行っています

教育委員会

問 教育総務課（0798・35・3836）

▪「福祉の就職総合フェア　in　ＨＹＯＧＯ」
　福祉職場への就労を希望する人を対象に合同就職説明会を開催。県内
約170法人が参加予定。仕事に関する相談コーナーもあります。
【日時】3月10日（土）午後1時～
【会場】神戸国際展示場2号館（神戸市）

問 県福祉人材センター（078・271・3881）

軽自動車税は4月1日現在の
登録状況で課税されます

（2）� 平成30年（2018年）1月25日


